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はじめに

　近年の児童福祉を取り巻く状況を見て見ると，児童福祉
が社会問題としての認識がなされるようになってきている．
平成21年8月の衆議院議員選挙の際には，各政党のマニフ
ェスト（政権公約）に子育て支援や保育所待機児童問題な
どが取り上げられるようになり，児童福祉は一部の対象者
のものではなく社会全体の問題としてとらえられるように
なっている．
　これまで，障害者福祉・高齢者福祉を中心に福祉の方向
性として，地域福祉・在宅福祉を中心とした施設・環境整
備が行われてきた．社会福祉基礎構造改革からの流れを受
けて，「措置から契約へ」と「施設から地域へ」と言うス
ローガンの下，障害者福祉分野では2003（平成15）年の
支援費制度から2006（平成18）年の障害者自立支援法の
成立へ，高齢者福祉では2000（平成12）年に介護保険法
が成立している．これらの共通する所では，地域福祉を支
える相談支援事業所の創設である．これまで，市町村が措
置権を運用されてきた高齢者福祉・障害者福祉は，利用者
本位・ケアマネジメント理論を用いた援助・支援が行われ
るようになった．
　このような流れを受けて，児童福祉の分野にも地域を中
心とした相談支援体制がなされるようになった．これまで
児童福祉は，施設入所などを中心とした社会的養護を中心
に展開をしてきたが，地域を中心とした子育て支援・施設
退所後のサポートなどが課題となってきた．また，児童虐
待件数・相談受付数の増加など，児童福祉における相談支
援のあり方について議論され実行されている．市町村の子
育て支援・保育所などにおける子育て支援センターなど，

さまざまな場面において相談支援がおこなわれるようにな
ってきている．児童福祉における相談支援は児童相談所を
中心に行われてきたが，教育・保育・福祉の分野に相談支
援が行われるようになり，相談支援の裾野が広がってきて
いる．そのような状況の中でどのような支援体制が取られ，
またどのような課題があるのか，児童福祉における相談支
援・連携の状況・課題について検討を行っていく．

１．児童福祉における相談支援体制の発展

　児童福祉は，その始まりが救貧・防貧政策としてであり，
限られた児童への支援が行われていた．1871（明治4）年
の「棄児養育米給与方」から始まった児童福祉は給付を中
心とした施策が取られており，児童に対する相談支援体制
が取られることはなかった．1874（明治7）年の恤救規則
においても，児童福祉に特化した施策ではなく消極的な福
祉であったため児童に対する相談支援が行われる事はなか
った．
　明治期の児童福祉は，公的な社会福祉制度が整っていな
い状況のため，民間社会事業家が環境整備・福祉の推進を
行っていくことになる．1887（明治20）年の石井十次の
岡山孤児院から始まる児童養護施設，1899（明治32）年
の留岡幸助が設立した巣鴨家庭学校の感化教育（児童自立
支援施設），石井亮一が設立した滝野川学園（知的障害児
施設）など，児童福祉にかかわる施設整備が行われるよう
になる．そのような各福祉施設で児童に対する独自の相
談・支援が行われていたが，現在のような児童に対する相
談支援体制が取られてはいなかった．
　大正期に入り，大正デモクラシーによる欧米諸国からの
社会事業活動の流入によって，福祉を必要としている人々
に対し相談支援が行われるようになる．セツルメント活動
や1916（大正5）年エレン･ケイが「20世紀は児童の世紀」
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と提唱するなど，児童福祉に影響が出てくるようになって
くる．1919（大正8）年大阪市立児童相談所が設立され，
主に不良児童・貧困児童に対する個別指導が行われるよう
になった．1921（大正10）年に東京府児童相談所と神戸
市立児童相談所，1931（昭和6）年に京都市児童院が創設
されるなど，各地で児童相談所が設立されるようになった．
また，1920（大正9）年には東京府児童保護委員制度が設
立され，児童保護員が担当地域内の不良児・浮浪児など要
保護児童の発見・調査・家庭指導などを行うと同時に児童
に対し個別接触を行い子ども会や日曜教室などを開き，子
ども達に対する余暇指導も行われていた1）．
　第二次世界大戦の終了後，戦災に伴う混乱期において，
戦災孤児・外地からの引き揚げ孤児・浮浪児に対する対策
が社会問題化しており1946（昭和21）年4月に「浮浪児そ
の他児童保護等の応急措置」が，同年9月に「主要都市地
方浮浪児童保護要領」がだされるなか，一時保護所や児童
鑑別所，児童収容所などの設置を急ぐということであった．
それは，児童の一斉収容（狩り込み）と逃走の繰り返しで
あった．1947（昭和23）年に厚生省（現；厚生労働省）
に児童局が新設され，戦前に存在していた児童虐待防止法
と少年教護法を吸収し，新たな理念を加えて成立した「児
童福祉法」（1947（昭和23）年9月）であったが，現実的
には混沌とした社会状態の中から目の前の応急的な物を拾
い上げていったものであり，孤児や浮浪児の措置，非行少
年の保護など順次行われている状況であったといえる2）．
　児童福祉法施行当初は，児童保護を目的とした児童福祉
施策であったが，社会情勢の安定と高度経済成長などに伴
い，浮浪児対策から混血児対策・非行少年対策が行われる
ようになった．また，昭和30年代後半には児童相談所に
よる巡回相談を行い地域における相談支援が行われるよう
になり，昭和40年代には，障害児福祉施策の充実に伴い
各障害児福祉分野への相談・指導が行われた．昭和50年
代以降には，不登校児・情緒障害児や非行児童への対応が
求められるようになり，児童相談所の機能・組織の変更・
充実が行われるようになった3）．
　1989（平成元）年の合計特殊出生率1.57ショックによっ
て，本格的な少子高齢化社会の到来に対する対策として，
1994（平成6）年12月に「今後の子育て支援のための施策
の基本的方向性について」（エンゼルプラン）が発表され，
子育てがしやすい環境整備・子育て支援に重点が置かれた
施策がとられるようになった．多様な保育サービスの充実
と家庭・地域における子育て支援のために地域子育て支援
センターの拡大充実が行われるようになった．さらに
1999（平成11）年12月には「重点的に推進すべき少子化
対策の具体的実施計画について」（新エンゼルプラン）が
策定され，保育・子育て支援サービスの充実と具体的実施
計画がなされるようになった．また，2000（平成12）年「児

童虐待の防止等に関する法律」が施行され，児童相談所の
児童虐待に対する対応強化がなされると同時に，市町村に
おいて子どもと家庭に対する相談支援を行っていくことと
した2004（平成16）年11月児童福祉法の改正が行われた．
このように児童福祉における相談支援の史的発展は，児童
保護施策・児童相談所を中心とした限定的なものであった
ものから，教育・福祉・保育・保健など多岐にわたる分野
に別れ，相談支援内容も細かくなっている事が分かる．

２．相談支援の状況

　児童福祉における相談支援の史的発展をみることで，相
談支援体制は児童保護からさまざまな分野とかかわりをも
っていることがわかる．次に具体的にどのような支援体制
かをみていくことにしたい．

（１）児童相談所
　児童相談所は児童福祉法第12条に基づいて，都道府県
及び政令指定都市・中核市に設置が決められており，全国
201ヵ所の児童相談所が設置されている（2009（平成21）
年5月現在）4）．児童相談所には，児童福祉司・相談員，
児童心理司，小児科・精神科医師などが配置されており，
子どもに関する各種相談にのっている．児童相談所の相談
受付件数は，2006（平成18）年で380,961件であり，年々
増加傾向にある．相談内容は子どもに関する事を対象とし
て多岐にわたっている．障害に関する障害相談・しつけや
性格行動・不登校などの問題に対応する育成相談，保護者
の養育困難・虐待などの養育環境の問題の相談支援を行う
養育相談，窃盗や傷害，放火・夜間浮浪などの問題行動に
対応する非行相談に分類できる5）．
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図１　児童虐待相談対応件数の推移

　児童相談所における相談件数が一番多いのは障害相談で
あるが，これは児童相談所が乳幼児・児童期の療育手帳の
判定機関であり，相談件数が相談しやすい傾向があるため
であると考えられる．養護相談の中に児童虐待が含まれて
おり，虐待の件数は2000（平成12）年11月に児童虐待の
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防止に関する法律（児童虐待防止法）施行以降虐待件数が
年々増加しており，1999（平成11）年度は11,631件6）で
あったものが2006（平成20）年度では42,662件７）と増加
している．社会における児童虐待防止法の認知・普及によ
る虐待件数の増加で児童の福祉向上につながっている今，
児童相談所のソーシャルワーカーの負担が増加している状
況である．

（２）市町村・保健所
　地域福祉の基幹的組織として，各市区町村の地方公共団
体や都道府県・特別区等に設置されている保健所が児童福
祉に関する相談機関として上げられる．市町村や保健所は，
児童福祉との関わりは妊婦・乳幼児期の検診・相談支援を
長い歴史の中で行われてきた．1937（昭和12）年保健所
の設置が行われ，人口政策の中で母子保健を中心として，
母子手帳の交付や妊婦に対する保健指導，育児教室や１歳
6カ月検診などを通じて，保健師や医師による子育て相談
が行われてきた８）．検診などを通じて子どもの発達に遅れ
が認められる際に，保健師による保護者へのフォローを行
うと同時に療育センターや医療機関との連絡調整を行って
いる．また，生後４か月までの乳児がいる世帯に対する全
戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）が実施されており，実
施主体は市町村となっている．
　2004（平成16）年児童虐待防止法の改正による児童虐
待に関する体制強化に伴い，市町村は児童相談が業務の一
つとして児童福祉法第10条に以下のように規定されている．

第10条　市町村は，この法律の施行に関し，次に掲げる
業務を行わなければならない．
1．児童及び妊産婦の福祉に関し，必要な実情の把握に
努めること．
2．児童及び妊産婦の福祉に関し，必要な情報の提供を
行うこと．
3．児童及び妊産婦の福祉に関し，家庭その他からの相
談に応じ，必要な調査及び指導を行うこと並びにこれ
らに付随する業務を行うこと．

　市町村では，主に地域における児童の状況把握・情報提
供や子育て支援サービスなどの地域にある福祉サービスの
活用によって対応が出来る軽微なケースの対応を中心に行
い，要保護姓の強い・対応困難なケースに対してはこれま
で通り児童相談所が支援を行っていくことが規定されてい
る．そのため，市町村に求められている児童に対する相談
支援は，早期発見・連絡調整としての役割が求められてい
る．
　市町村における児童家庭相談受付件数を見てみると，
2007（平成19）年度では全国で271,847件となっている．

その内，児童虐待に関する相談受付件数は，50,120件とな
っており，それぞれ前年度比より増加している．また，相
談受付後具体的に助言指導・児童相談所等への送致などを
行ったケースは約28万件であり，その内児童虐待に関す
るケースは51,618件となっている９）．

（３）地域子育て支援センター
　地域子育て支援センターは，地域における子育て基盤の
強化，地域で子育てを行っている保護者に対して相談支援
を行うことを目的として1993（平成5）年に事業化され，
1999（平成11）年「重点的に推進すべき少子化対策の具
体的実施計画について」（新エンゼルプラン）において在
宅児も含めた子育て支援策として整備目標が明記された．
子育て家庭支援の為の企画，調整，実施を行う職員を配置
し，親の子育て不安に対する相談・指導や子育てサークル
への支援・地域における保育に関する情報提供などを行っ
ている．子育て支援センターは3つの形態を取っており，
「ひろば型」・「センター型」・「児童館型」がある．
　ひろば型は，主に乳幼児（0～3歳児）の子育て中の親
に対して気軽に子育てについて話し合えるような環境・場
所の提供を行っている．実施主体は市町村で社会福祉法
人・NPO法人，民間事業者への委託が可能となっている．
専任職員を2名以上配置し，実施場所は，公共施設や空き
スペースなどの常設の場所で，週に3日以上・5時間以上
の開設としている10）．
　センター型は，子育てに関する専門的知識に基づいた支
援と情報提供を行うことを目的として地域におけるネット
ワーク作りや地域に赴いて援助を行っている．実施主体は，
ひろば型と同様であるが，職員の配置が保育士・看護師な
どの育児・保育に関する相談支援の知識・経験を有するも
のとしている．実施場所は，保育所などの児童福祉施設や
公共施設としており，週5日で1日5時間以上となってい
る11）．
　児童館型は，既存の地域の児童館を活用し，児童館に学
齢期の子どもたちが来館する前の時間を活用し，子どもと
親の交流を児童館職員と一緒に支援を行っていくことを目
的としている．実施主体は，ひろば型と同様で，実施場所
は児童館としており，従事する職員は子育てに意欲・知識
のある者1名以上としている12）．
　これら地域子育て支援センターは2009（平成21）年4月
現在の数は，ひろば型1124ヶ所13），センター型3507ヶ所
14），児童館型は46ヶ所15）である．センター型の設置は進
んできている．特にひろば型・児童館型の地域子育て支援
センターの整備には地域間格差が出ているが，ひろば型の
地域子育て支援センターの広がりと役割が期待されている．
（４）スクールソーシャルワーカー　
　学齢期の子ども達は生活の場は学校が中心であり，さま
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ざまな問題を抱えながら生活をしている．不登校やいじめ，
校内暴力など生徒指導上問題のある子ども達や親子間不調
和による家出などが見られる．教育現場では，児童・生徒
の心理的サポートを行うことを目的としたスクールカウン
セラーの配置が先行的に中学校・小学校で行なわれてきた
が，社会福祉的立場からの児童・生徒へのサポートを目的
としたスクールソーシャルワーカーが一部の市町村で配置
されるようになった．
　スクールソーシャルワーカーは，主に社会福祉士や精神
保健福祉士等の資格をもち，教育と福祉の両方の分野に関
して専門的知識・技術を有する者か過去に教育か福祉の分
野において活動経験の実績等がある者としている．このよ
うな資格・経験を持っている人がスクールソーシャルワー
カー（ＳＳＷ）として以下の業務を行っている16）．

（１）問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け
（２）関係機関等とのネットワークの構築，連携・調整
（３）学校内におけるチーム体制の構築，支援
（４）保護者，教職員等に対する支援・相談・情報交換
（５）教職員等への研修活動等

図2　スクールソーシャルワーカーの役割17）
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　学校現場において，福祉的支援を必要とする子ども達に
対してソーシャルワークを行っているが，主に発達障害を
持つ子どもたちへの支援と虐待を受けている子ども達の発
見と関係機関への連絡調整を行うことになっているが，導
入している地方自治体は少ない状況である．また，スクー
ルソーシャルワーカーの配置は文部科学省の管轄であり，
その役割の明確な位置づけがなされていない状況である為，
今後の展開が期待されている．
（５）民生委員・児童委員
　日本の社会福祉における相談支援の基礎を築いてきたも

のは，民生委員であり，最も歴史のある福祉専門職である．
民生委員は，民生委員法により都道府県知事による推薦に
よって厚生労働大臣が委嘱する民間奉仕者である．また，
児童福祉法によって民生委員は，児童委員をかねることが
できるとしている．
　民生委員・児童委員の役割としては，地域住民の抱える
悩みなどの相談にのり，社会福祉制度などの説明を行った
り，行政・子育て支援センターなど関係機関との連絡調整
を行うなど，地域福祉のネットワーク作りという役割を担
っている．そのほかにも，地域生活の状況を見守ったり，
緊急時の援助を行ったりしている．時には地域における福
祉サービスの調査や地域福祉施策の提言などを行っている．
また，地域における児童福祉の充実を図るために，1994（平
成6）年に主任児童委員を創設した．児童委員と一緒にな
り，児童相談所・市町村・学校等と連携を図りながら，子
育て支援活動や啓蒙活動，相談支援活動やネットワークの
形成などの専門的な支援を行っている．民生委員・児童委
員の相談支援件数は7904,438件（2006（平成18）年度）で，
その中で，児童福祉に関係する「子育て・母子保健」「子
どもの地域生活」「子どもの教育・学校生活」項目は，全
体の16.4%を占めている18）．
　民生委員・児童委員の総数は，2008（平成20）年3月31
日現在2206,316人となっている．また主任児童委員は
20,971人である19）．　民生委員・児童委員の担い手不足が
起こっており，欠員が生じる事態になっている．民生委
員・児童委員が扱う相談内容も複雑化・多様化しており，
また地域の見守り役として期待されており，民生委員・児
童委員への負担が増加してきている中で，それへの負担軽
減となり手の確保が問題となっている．

３．児童の相談支援体制の連携と課題

（１）児童福祉における相談支援の多様化と役割
　これまでに，児童の福祉に関わる相談支援の現状を見て
きたが，さまざまなソーシャルワーカーが関わり，児童の
抱えている現状を理解し支援を行っている事が分かる．し
かしながら，本来児童福祉に関する相談機関である児童相
談所が機能集中による組織的疲労が起きていること，その
中で児童に関する相談は，身体的虐待や養育放棄（ネグレ
クト）など生命に危険が及ぶ問題から親の子育て不安に対
する支援まであること，また同じ母親の子育て不安でも初
めての子育てによる相談から，母親の産後うつや精神疾患
などによる養育の不安定な状況もある．
　現在は，児童虐待問題に対する社会問題化・対策がとら
れるようになり，児童相談所や関係機関の役割や虐待通告
に関する対応方法などが検討されてきている．虐待通告を
受理してから48時間以内の安否確認や立ち入り調査・臨
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検などを行うなど，機能強化が児童相談所に求められてお
り，子育て支援などの従来の相談支援業務に力を注ぐこと
が難しくなってきている．また養護相談に対しても児童虐
待以外の相談内容に関しても，近年の経済状況の影響・家
庭環境の変化などの影響を受けて複雑・深刻化している
ケースが増えてきている．そのような状況の中で，児童相
談所の取り扱う業務の専門特化を行う一方で，市町村にお
ける児童相談業務の充実を図っていく事が必要である．
　児童相談所の設置主体が都道府県および政令指定都市で
あり，児童相談所が管轄している地域は広い．複数の地域
を1人の児童福祉司が担当しており，同時に保護者・子ど
もとの面接・市町村などとの連絡調整，施設との入所調整
等を行っている．そのような状況の中これまで以上の決め
細やかな相談支援を行うためには，地域密着型の相談支援
体制の確立が求められている．児童福祉法の改正によって，
市町村の児童相談業務への取り組みが明記されているが，
具体的内容については明確化されていない．これまでの母
子保健を中心とした相談支援業務にとどまっており，専門
的処遇・支援を行う際には児童相談所の援助・助言を求め
る事になっているため，市町村の児童福祉相談業務を行え
る範囲は狭くなっている．
　児童虐待に対応する為に，市町村・児童相談所・関係機
関との連携を目的とした要保護児童対策地域協議会が市町
村に設置され，関係者間の連携・ケース検討が行われるよ
うになっている．しかしながら，児童虐待の早期発見・早
期対応を中心としたものであり，長期の支援体制の構築な
どに関することを中心にしたものではない．地域における
児童福祉がどのような支援体制・相談機能を持ち，実際に
どのような援助を行って行くか再検討を行っていかなけれ
ばならない．

（２）制度の谷間の子ども達―障害児福祉
　児童福祉は，全ての子ども達に対して相談支援を行い，
適切な福祉サービスの提供を行えるように援助を行ってい
る．しかしながら，障害児福祉分野は児童福祉法から障害
者自立支援法へとサービスが移行しており，児童養護など
と異なるシステムが導入されている．保育サービスと同様
の契約制度が導入され，保護者によるサービスの選択が出
来るようになり，いわゆる「措置制度から契約制度」への
移行が行われた．その一方で，保護者のいない障害児や虐
待を受けている障害児に対する福祉サービスは措置制度が
残っている為，2重構造のシステムになっている．また，
ホームヘルプ事業や短期入所サービスなどといった在宅
サービスは，地域福祉サービスとして障害者福祉サービス
と同様に取り扱われるようになり，障害児の保護者の状
況・利用する障害児福祉サービスによって，制度と関わる
機関が異なるという状況になっている．乳幼児期の障害児

福祉は，療育を中心とした福祉サービスを活用して生活を
行っているため，相談支援の中心が療育センターで行うこ
とが出来るが，学齢期になった障害児の場合には，学校教
育を中心にした相談支援となり，福祉との距離が少し離れ
てしまう．特に，児童相談所との関係が療育手帳の申請後
とくに関係性がない子どもでは，児童相談所は全く把握で
きない状況になり，さまざまな問題を抱え障害児福祉サー
ビスの活用を希望されても，どこの機関が対応するのかが
明確化されていない．
　家庭での育児困難となった場合は，学校・児童相談所・
保健福祉センター等が受付をし，必要に応じて緊急一時保
護や短期入所事業を活用しながら支援を行っていく．緊急
一時保護の場合は，児童相談所が障害児施設に対し依頼を
し，短期入所の場合は，市町村の支給決定を経て利用を行
っていくことになっている．事前に市町村からの支給決定
を受けて施設との契約を結んでいる場合は，保護者が直接
施設に利用が可能か確認をした上で利用を行っているが，
短期入所・施設入所ともに定員があり，緊急事態には定員
外で対応を行っているが常に受け入れが可能であるとは限
らない．
　また，施設入所・短期入所は，それぞれ制度が異なって
いるため保護者へ支援が異なっている．児童相談所は障害
児施設と障害児通園施設の支給決定を行い，短期入所・児
童デイサービス，日中一時支援・タイムケア事業などの地
域生活支援事業は市町村が支給決定を行っている．つまり，
障害児をトータルにサポートする機関が存在していない状
況である．
　短期入所・日中短期入所に関するサービスの支給権限が
なく，また業務も市町村に移っており，児童相談所は積極
的に地域支援事業を活用することができない一方，市町村
には児童相談所が行う一時保護のような強制力がなく，相
互補完するような制度になっていない．また，特別支援教
育において障害児のコーディネートの中心となるように明
記されているが，関係機関との連携・地域のネットワーク
作りを中心とした役割が校務として位置づけており，本当
に必要としているときにソーシャルワークを行ってくれる
のかを考えてみると，障害児には適切なコーディネート役
がいない状況である．
　このような環境の中で，障害者福祉における生活支援セ
ンターのような日常生活に即したケアマネジメントを行う
機関が必要なのではないかと思われる．家庭状況・本人状
況を踏まえた上で，適切な連絡調整・支援計画が立てられ
る相談支援事業を行う必要があるのではないかと思われる．

（３）社会的養護と相談支援─家族再統合
　近年の経済状況や児童虐待件数の増加に伴い，地域での
養育が難しくなり児童養護施設や児童自立支援施設などの
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入所施設へ入所する子ども達が増えてきている．現在の児
童虐待に関する各関係機関の対応は，児童相談所へ通告を
行い，通告を受けた児童相談所が虐待を受けている子ども
の安全確認を行った上で，危険であると判断できた場合に
児童の一時保護を行い，家庭調査を行った上で必要に応じ
て児童養護施設や里親等への入所措置・委託を行っていく．
　しかしながら，このような児童虐待に対する対応では親
子関係を分断し施設入所をしていくということを繰り返し
ていく事となり，児童養護施設の定員超過を招くことにな
ることや相談機関である児童相談所と保護者が対立すると
いうことになる．本来あるべき親子関係の構築・再構築を
行うために，被虐待児や施設入所児に対する家族再統合を
行う必要がある．
　長期にわたる施設入所児や虐待を理由とした子どもと保
護者の関係は，さまざまな思いが交錯しながら関係を保っ
ている．虐待を行った親にも，疾病・経済的理由，家族関
係・地域社会からの孤立や子どもの育てにくさなど，さま
ざまな理由によって，結果として子どもに対して虐待行為
にいたってしまっている．そのような悩みや問題に対して，
地域の関係機関がサポートして行くことによって，虐待の
再発防止・適切な親子関係の構築が可能になる．
　現在，児童相談所と市町村，子どもに関係する機関で
「要保護児童対策地域連絡会」が開催され，被虐待児を含
む保護の必要な子ども達への支援のあり方を検討している．
また，乳児院・児童養護施設等に家庭支援専門員（ファミ
リーソーシャルワーカー）の配置を行っている．社会的養
護を受けている子ども・保護者に対して，各関係機関が相
談支援体制を整えてきているが，環境整備はまだ行われて
いない．才村（2006）は，民間機関で「家族再統合支援セ
ンター」を都道府県単位で創設し，児童家庭センターを支
部として保護者・子どもに対して支援を行っていくとし，
その中で児童相談所と家族再統合支援センターが連携をと
りながら必要な援助とコーディネートを行っていくとして
いる20）．
　また愛知県などでは，児童相談所と市町村の役割を明確
化し，関係者が地域型支援マニュアルを導入するなど，各
地方自治体が試行錯誤しながら家族再統合に向けての支援
体制の構築を行っている．今後もより良い支援体制が取れ
るか，さらに検討をしていかなければならない．

おわりに

　児童福祉における相談支援体制が始まった戦後期と現在
の児童を取り巻く環境は大きく変化をしている．浮浪児童
問題をベースにし非行少年・不登校問題などを経て，現在
の児童福祉体制が築き上げられてきている．これまで，広
域の地域を対象とした児童福祉の展開と児童虐待問題を中

心に児童相談所・児童福祉は対応が行われてきた中で，児
童福祉分野にも地域における子育て支援・相談支援体制の
必要性が求められるようになってきている．長い児童福祉
の歴史の中で児童相談所を中心とした相談支援体制と社会
的養護を中心とした支援体制の中では，現在のような複雑
な社会情勢・家庭環境では対応が難しくなってきている．
子育てに困っている保護者に対する支援は，地域に根付い
た支援が必要でありより細かい支援体制が必要である．し
かしながら，核家族化の進行・地域社会での住民交流の希
薄化は，既存の相談支援体制が通用しにくい状況になって
いる．また，一度分離してしまった親子の生活を統合し，
再生していく作業は容易ではなく，さまざまな関係機関の
支援なくして行うことは難しい子どもや保護者を支えるた
めにのは，さまざまな力を集めて行っていかなければなら
ない．子ども達がより良い生活・成長が行われるよう，福
祉・教育・保育が連携を取り検討し行かなければならない
のである．
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Abstract
	 Today, the number of children who need social care because of abuse increases every year.
The support of a consultation organization such as a child consultation center and municipality is necessary so that a child 
and a parent living in an area perform healthy child care. We must examine by what method the consultation support can 
be done for the child and parents in cooperation with related organizations.
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地域で生活する子どもと親がよりよい子育てを行うためには，児童相談所や市町村など相談機関のサポートが必要である．
私たちは，子どもと親に対してどのような方法で相談支援を行えるか，関係機関の連携方法について検討しなければならな
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